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はしがき

　本調査報告は、機械振興協会経済研究所の平成１５年度委託事業「半導体を

軸とした新市場開拓の態勢整備調査研究」として実施したものである。

　半導体産業は２００３年の後半から市場が回復に向かい現在は活況を呈して

いる。この回復に至る過去３年は未曾有の不況を経験し、わが国大手電機企業

は半導体事業の分離統合などの業界再編を余儀なくされた。現在は回復が急で

好調だが半導体産業は周期的な好不況の波があり、２００５年から２００６年

は再び成長が鈍化することが予想されている。

　調査研究の目的は、わが国半導体産業が予想される成長の鈍化の時期に入っ

ても耐久力を強め中長期的に発展を継続していくには何が必要か、提言をまと

めたものである。検討の対象は課題にあるように半導体の市場の今後、一方で

供給側として生産基盤の態勢や産官学を含めた環境整備、さらには市場開拓の

方法など需要および供給の両面にわたっている。

　作業は２００３年末から開始し、本報告書の完成までに産官学の有識者によ

る委員会は３回開催した。この限られた期間で作成した報告書であることから

内容は荒削りの面があるのは拒めない。しかし、半導体に限らずあらゆる分野

で変化は速くなっており、この面では、迅速に提言をまとめることが重要であ

り、それが変化への対応をより確実なものにすると自負している。

　報告書全体は弊社が委託を受け、完成させた。内容の一部は外部からの寄稿

も含まれる。限られた時間の中で議論を通じ貴重な情報や提言の提供をいただ

いた委員各位、経済産業省等のオブサーバ各位の協力に感謝する。

　報告書は、寄稿原稿を除き全体は半導体総合研究所の解釈と表現でまとめて

いる。委託者および委員会の見解と必ずしも同一ではない。従って内容の責任
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半導体を軸とした新市場開拓の態勢整備調査研究

要約

　本調査研究は、機械振興協会経済研究所の平成１５年度委託事業「半導体を軸とした新市場開拓

の態勢整備調査研究」として実施したものである。

○新市場の台頭とわが国半導体産業、望まれる転換－２０世紀型（製造主導型）から２１世紀型

（市場主導型）へ

　世界の半導体産業は３００ｍｍ、９０ナノ時代の到来を目前に控え、大型投資が本格化しつつあ

る。一方で構造変化（ファブレス／ファウンドリ・モデルの台頭など）が進み、これらの動きは目

下の半導体ブームによって加速され、この１－２年で産業に大きな衝撃を与えることは必至とみら

れている。これに対し日本の産業は、変化が少なく、旧来からの脱皮は進んでいない。小手先の化

粧直しで今後の成長、飛躍はおぼつかず、好況の今こそ思い切った抜本改革を進めるべきである。

すなわち不採算低採算製品、市場からの撤退／売却、高成長製品、市場への資源傾斜を加速、「

人」、「モノ＝製品、工場、知的資産」を流動化させ、産業全体に刺激と活気をもたらす必要があ

る。

○態勢整備、研究開発、製造の効率向上（産業内部での連携、共同運営の前進と課題）、販売、市

場開発の強化

　１０年以上の低迷期を経て半導体産業のみならずわが国のハイテク産業全体が「縮小均衡」、

「内向き志向」、自分さえよければという「生き残りと自己主義」、なりふりかまわず成長市場に

突入する「短期・消耗戦」に陥っている。半導体は成長する基幹産業としての将来像、展望にも欠

け、９０年代中期から始まった業界としての再生のための連携、共同活動の成果も充分ではない。

各所で疲弊がみられる。

　現在の活況に惑わされることなく、長期的な視野で態勢固めを図り、連携、協業を加速させる必

要がある。昨年から活発な動きをみせるデジタル民生機器にみられるように期待される市場は存在

するが、さらに大事なのは今は存在しない新市場が将来の産業を支え、これが人々の生活や世の中

を豊かにする。それを実現するには、もう一度基本に戻り、前進的な事業運営や活動が業界に求め

られている。

○阻害要因と加速要因、人材の流動化、研究開発での連携、共同作業、新市場開拓（ユーザーとサ

プライヤーの連携）。

　阻害要因は山積している。産官学での不協和音、随所にみられる総論賛成各論反対、業界の協業

活動の成果に対する不安と猜疑的な見方。企業は、短期的な視点で業績、株価に振り回され改革を

小出しに行う。

　産官学の連携が２０００年代に本格化し始めたのは大きな前進だが、その段階は未だ息があわ

ず、ギクシャクしたものである。それは、時間の浅さから当然としても、世界をみれば、協業は進

み、より強化される方向にある。
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　産官学で連携を強化、加速させ前進を図るのための議論を活発にして、実りのある協業と成果を

確保する段階に進まねばならない。加速要因としては協業、例えば共同ファウンドリ会社を設置し

て３００ｍｍ、９０ナノ時代への早期対応を図り成果を上げ、協業を加速させる突破口にする方法

などを検討すべきである。政府は、展望を失いがちな業界に対し、補助金だけにとどまらず、仕掛

けや枠組み作りでも支援を強化する必要がある。それも大胆に。一例としては半導体応用の１０年

展望作りであり、これは個々の企業や個別研究機関だけの活動では限界がある。

本報告書では、具体的に以下の内容を提言している。

「日本版ファウンドリ会社の早期設立」

　半導体の新規工場投資は最新の先端工場では設備だけでも２，０００億円前後に達している。こ

の高額な負担から世界的には生産を専門的に受託（ファウンドリ）する会社、自ら工場を所有せず

半導体の企画や設計で価値を見出し、生産は外部のファウンドリ会社に委託するファブレス（工場

の非所有）会社が台頭、前者は台湾や中国、後者は米国が中心である。

　日本の大手半導体メーカーは自ら先端工場の投資を行っているが、投資負担は大きく、必然的に

生産は自前の部分と汎用品などは外部委託の傾向が高まる方向にある。中堅、中小は大型投資は限

界があり、さらに今後は国内でも新興企業によるファブレスの増加が期待される。

　日本版ファウンドリ会社の存続の前提となる市場は既に存在している。残された課題はいかに設

立し、成功させるかに尽きる。方法はいくつかあるが、日本の半導体産業の活性化に結ぶつく会社

を早期に設立すべきというのが提言である。このための態勢整備、これは半導体産業の再生をめざ

した数々の共同プロジェクトは既に存在し、具体的な成果を確保する必要性も高い。日本版ファウ

ンドリは、既に存在あるいは来るべき成果を具体化する優れた受け皿となる可能性を秘めている。

「半導体応用の大構想の実現」

　半導体技術の進歩は速く、最近の携帯電話に見られるように既存の領域（例えばカメラ、ＴＶ、

ＰＤＡ機能の一体化）を超えた融合が始まっている。一方で世界的な競争は激化しており、デジタ

ル化はこれを加速させる可能性がある。技術の進歩、既存領域の融合、一体化等を想定し、今後の

半導体の応用がどのように進み、何が課題となるか。５年、１０年先を考えた応用の大構想作りを

提言する。

　これには半導体とその応用先である多様な産業分野（情報通信から家電、自動車、住宅、医療、

娯楽、コンテンツ等）の連携が必要である。基幹技術は半導体やソフトウェアとみられ、将来に求

められる性能や機能を想定し、出来る限り共有化し、効率を向上することが全般の効率を高め、日

本の競争力強化につながると期待する。

　これを実現することは容易ではないが、欧州では既に長期構想に基づいたプロジェクトで成果を

上げている。米国は宇宙開発や軍需で、応用研究は抜きん出ている。欧米の真似でなく、日本も連

携を強化し、技術（半導体）で人類の進歩に貢献すべきである。これは日本の半導体の再生プロジ

ェクトの役割、今後の目標に対しより明確かつ具体的な行動指針をもたらそう。
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